
岩見沢市中心市街地活性化協議会 

まちなか活性化事業補助金交付要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、岩見沢市が定める岩見沢市中心市街地活性化協議会補助金交付要綱

（以下「岩見沢市要綱」という。）の規定を受け、岩見沢市中心市街地活性化協議会（以

下「協議会」という。）が交付するまちなか活性化事業補助金（以下「本補助金」という。）

について、必要な事項を定めるものとする。 
（交付目的） 

第２条 本補助金は、岩見沢市まちなか活性化計画（以下「計画」という。）に定める中心

市街地の活性化を図るため、市民団体等が行う中心市街地における都市機能の増進及び経

済活力の向上に寄与する事業に対し支援を行うことによって、中心市街地の活性化を推進

することを目的とする。 
（定義） 
第３条 この要綱において、次の各号に定める用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 
（１）市民団体等 まちづくり会社、ＮＰＯ法人、商店街団体及び地域住民の代表

等により中心市街地の活性化を目的として構成された団体をいい、その他の各種

団体、企業、学校、個人事業主等を含む。 
（２）施設整備事業 共同店舗、オフィスビル、ホテル等の集客施設又は共同住宅

の新築をいう。 
（３）活性化事業 イベントの開催、情報の発信など、施設整備を伴わない事業を

いう。 
（４）建築工事費 工事請負契約額と国土交通省の建築着工統計調査に基づく前年

度の平均建築単価に延床面積を掛けた額とを比較して、低い方の額をいう。 
（５）建設業者 市内に本社を持つ法人及び市内で営業する個人業者をいう。 

（補助対象事業） 
第４条 補助金の交付対象となる事業は、岩見沢市まちなか活性化計画の基本方針に

沿って実施する事業及び数値目標の達成に寄与する事業で、次の各号いずれかに該

当するものとする。 
（１） 施設整備事業で、その施設が風紀上、安全上、衛生上及び生活環境を維持する上

で悪影響を及ぼすおそれがないと会長が認めるもの。 
（２） 活性化事業で、通年もしくは一定期間その効果の持続が見込まれ、中心市街地

全体に効果が波及する新規事業又は既存の取り組みを拡充するもの。 
（補助事業者及び補助対象経費等） 

第５条 補助対象事業者、補助対象経費等については次に掲げるとおりとする。 
（１） 前条第１号及び第２号に定める補助対象事業の補助対象事業者は別表１のとおり

とする。 
（２） 前条第１号及び第２号に定める補助対象事業の補助対象経費等は別表２のとおり

とする。 
（３） 前条第１号に定める補助対象事業に関して、別表３の条件を付すものとする。 

（交付申請） 
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第６条 本補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申

請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて協議会会長（以下「会長」という。）に提

出しなければならない。 
（１） 事業計画書 
（２） 収支予算書又はこれに準ずる書類 
（３） その他会長が必要と認める書類 
（交付の決定） 
第７条 会長は、本補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により、当該申請に係る補助金の交付が岩見沢市補助金等交

付規則及び、岩見沢市要綱並びに協議会要綱（以下「規則等」という。）に適合するかど

うか、金額の算定に誤りがないかどうか等を調査し、本補助金を交付すべきものと認めた

ときは、速やかに交付を決定（以下、交付の決定となった申請者を「補助事業者」といい、

補助事業者が実施する事業を「補助事業」という。）するものとする。 
２ 会長は、前項の場合において、本補助金の交付の目的を達成するために必要があると認

めるときは、本補助金の交付の申請に係る事項に修正を加えて交付の決定をすることがで

きる。この場合においては、当該申請に係る補助事業の遂行が不当に困難とならないよう

にしなければならない。 
（交付の条件等） 
第８条 会長は、本補助金の交付の決定をする場合において、規則等に規定する交付の目的

を達成するため、必要な指示又は条件を付するものとする。 
２ 会長は、岩見沢市より交付された岩見沢市中心市街地活性化協議会補助金（以下「岩見

沢市補助金」という。）を財源に本補助金を交付するにあたり、岩見沢市補助金に関し条

件を付されたときは、これと同一の条件を付すものとする。 
（交付決定の通知） 
第９条 会長は、本補助金の交付を決定したときは、補助事業者に対し、補助金交付決定通

知書（様式第８号。以下「交付決定通知書」という。）を交付するものとする。 
２ 前条の規定により指示又は条件を付したときは、交付決定通知書に記載しなければなら

ない。 
３ 会長は、第７条第１項の調査の結果により本補助金を交付できないと認めたときは、申

請者に対し、本補助金を交付しない旨及びその理由を通知するものとする。 
（申請の取下げ） 
第１０条 補助金等の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受けた場合において、

当該通知に係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに付された条件を承諾できないとき

は、当該通知を受理した日から１０日以内に、申請の取下げをすることができる。 
２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定

は、なかったものとみなす。 
（補助事業の変更等） 
第１１条 補助事業者は、本補助金の交付の決定（この項の規定による承認を受けた場合に

あっては変更後のものとする。以下同じ。）に係る補助事業の内容、経費の配分その他の

事項の変更（会長が別に定める軽微な変更に係るものを除く。）をしようとするときは、

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第１０号）を会長に提出し、あらかじめそ

の承認を受けなければならない。 
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２ 第７条、第８条及び第９条の規定は、前項の承認をする場合について準用する。 
（遂行等の指示） 
第１２条 会長は、次に定める事項に該当するときは、補助事業者に対し、必要な措置をと

るよう指示することができる。 
（１） 補助事業が当該交付決定通知書に係る決定内容又はこれに付した条件若しくは指示

（以下「決定内容等」という。）に従って遂行されていないと認めるとき。 
２ 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を会長に報告し、

その指示を受けなければならない。 
（１） 補助事業が予定の期間内に完了しないことが明らかになったとき。 
（２） その他交付の決定内容等に従って補助事業を遂行することが困難になったとき。 
（補助金の請求） 
第１３条 本補助金は、補助事業者が補助事業を完了した後において交付する。ただし、会

長が補助事業の遂行上特に必要があると認めるときは、その一部を概算払により交付する

ことができる。 
２ 補助事業者は、本補助金の概算払を受けようとするときは、補助金概算払申請書(様式第

１３号)を会長に提出しなければならない。 
３ 会長は、第１項ただし書の規定により概算払による補助金の支払をするときは、あらか

じめ補助金概算払通知書（様式第１４号）により、補助事業者に通知するものとする。 
４ 補助事業者は、本補助金の交付の請求をしようとするときは、補助金交付請求書（様式

第１５号）に次に掲げる書類を添えて会長に提出しなければならない。 
（１） 第１５条の補助金交付額確定通知書の写し 
（２） 概算払による交付の請求の場合にあっては、前項の補助金概算払通知書の写し 
（３） その他会長が必要と認める書類 
５ 概算払をしたときは、当該概算払金額は第１５条に規定する本補助金の額の確定をする

際、第９条第１項の規定による交付決定通知書記載の金額から控除するものとする。 
（実績報告） 
第１４条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認をした

ときを含む。）は、補助事業の成果を記載した補助事業実績報告書（様式第１６号）に次

に掲げる書類を添えて会長に提出しなければならない。 
（１）事業報告書 
（２）収支決算書又はこれに準ずる書類 
（３）補助事業の経過又は成果を証する書類、写真等 
（４）その他会長が必要と認める書類 
２ 前項の補助事業実績報告書は、補助事業完了の日から１４日以内に提出しなければなら

ない。 
（補助金の額の確定） 
第１５条 会長は、前条第１項の規定による報告を受けたときは、提出された書類を審査し、

必要に応じて現地調査等を行い、補助事業が決定内容等に従って遂行されていると認めた

ときは、交付すべき本補助金の額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第２０号）に

より、当該補助事業者へ通知するものとする。 
（交付決定の取消し） 
第１６条 会長は、補助事業について次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、本補
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助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 
（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
（２） 本補助金を他の用途に使用したとき。 
（３） 第１８条（同条ただし書きに規定する場合を除く。）の規定に違反したとき。 
（４） 岩見沢市補助金の交付の決定が取り消されたとき。 
（５） 前各号に掲げるもののほか、補助事業に関し、規則等若しくは決定内容等に違反し

たとき又は会長の指示に従わなかったとき。 
（６） 天災地変その他本補助金の交付決定後に生じた事情の変更により、補助事業の全部

若しくは一部を遂行することができなくなり、又は遂行する必要がなくなったとき。 
２ 前項の規定は、第１５条の規定による補助金交付額決定通知を行った後にも適用がある

ものとする。 
３ 会長は、第１項の規定により本補助金の交付決定を取り消したときは、補助事業者に対

し、その旨を通知するものとする。 
（補助金の返還） 
第１７条 会長は、本補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ず

るものとする。 
２ 会長は、第１５条の規定により補助金交付額確定通知を行った場合において、当該通知

に係る額を超える本補助金を既に支払っているときは、期限を定めて、その額を超える額

の返還を命ずるものとする。 
３ 会長は、前２項の規定により本補助金の返還を命ずるときは、補助金返還命令書（様式

２２号）により、当該補助事業者へ通知するものとする。 
４ 会長は、施設整備事業において、補助事業を完了してから５年以内に、当該施設を廃止

又は休止、あるいは当初目的以外の用途に変更したときは、補助金返還命令書により、当

該補助事業者へ通知するものとする。 
（財産の処分制限） 
第１８条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した次に掲げる財産を、

会長の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。ただし、補助事業の交付の目的等を勘案して会長が認めた

場合は、この限りでない。 
（１） 建築物及びその従物 
（２） その他会長が本補助金の交付の目的を達成するため特に必要があると認めるもの 
（帳簿の備え付け） 
第１９条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿、書類等を整備

し、これらの書類等を当該補助事業が完了した年度の翌年度から起算して５年間保存して

おかなければならない。 
（検査等） 
第２０条 会長は、本補助金に係る予算の執行の適正に期するため必要があるときは、補助

事業者に補助事業に関する報告を求め、又は会長が命じた職員をして当該補助事業に係る

帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 会長は、検査の結果、補助事業が交付の決定内容等に従って遂行されていないと認める

ときは、補助事業者に対し、必要な措置をとるよう指示することができる。 
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（委任） 
第２１条 この要綱に定めのない事項については、会長が別に定める。 

 
附 則 

この要綱は、平成２５年６月１４日から施行する。 
この要綱は、平成２６年８月２０日から改正する。 
この要綱は、平成２７年３月２５日から改正する。 
この要綱は、平成２７年４月 １日から改正する。 
 
 

別表１（第５条関係） 
補助対象事業者 (1)市税（市民税、固定資産税及び軽自動車税）を滞納していないこと。 

(2)暴力団に属する者やその関係者ではないこと。 
 
 
別表２（第５条関係） 

事業区分 補助対象経費 補助率等 備考 
施設整備事業のう

ち、１年以上空地と

なっている敷地で

実施するもの 

・設計費 
・建設工事費 
（建物に附合するものに限る） 

・整地費 
・外構工事費 

補助対象経費の５.６％以内 建設業者

は市内業

者とする 

施設整備事業のう

ち、上記以外の敷地

で実施するもの 

・設計費 
・建設工事費 
（建物に附合するものに限る） 

補助対象経費の４.２％以内  

施設整備事業のう

ち、共同住宅におい

て、別表４で定める

設備を備えるもの 

 １年以上空地となっている

敷地で実施するものにあっ

ては、補助対象経費の７.
０％以内、それ以外の敷地

で実施するものにあって

は、補助対象経費の５.６％

以内 

 

活性化事業 ・報償費 
・賃借料 
・会議費 
・通信運搬費 
・雑役務費 
・委託費 
・会場借上料及び設営費 
・消耗品費 
・広報費 
・その他会長が必要と認める費用 

補助対象経費の１／２以内

とする。  
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別表３（第５条関係） 
事業区分 条 件 

共同住宅 地域商店街及び町内会へ加入し、活動に協力するものであること。

また、入居者が町内会に加入する旨の入居条件を付けること。 
上記以外の施設 地域商店街及び町内会へ加入し、活動に協力するものであること。 

 
 
別表４ 

区分 補助の条件 
障がい者・高齢者に

配慮した設備 
次の対策を講じていること 
・車いすに乗ったままで利用できるエレベーターの設置又は階段に手す

りを設置し、勾配と形を安全なものとすること 
・日常生活空間内の床は段差のない構造を基本とし、出入口及び通路の

幅、浴室、トイレの広さは介護可能なものとすること 
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申請等の種類

事業評価票(申請時)　　　別ファイル

様式１ まちなか活性化事業補助金交付申請書

様式２ 事業計画書

様式３ まちなか活性化事業補助金交付申請額算出調書

様式４ 経費の配分調書

様式５ 事業予算書

様式６ ５年間の予算書

様式７ 資金収支計画書

申請取下 様式９ まちなか活性化事業補助金交付申請取下書

様式１０ まちなか活性化事業助金事情変更・中止（廃止）承認申請書

様式２ 事業計画書

様式３ まちなか活性化事業補助金交付申請額算出調書

様式４ 経費の配分調書

様式５ 事業予算書

様式６ ５年間の予算書

様式７ 資金収支計画書

概 算 払 様式１３ まちなか活性化事業補助金概算払申請書

交付請求 様式１５ まちなか活性化事業補助金交付請求書

事業評価票(完了時)　　　別ファイル

様式１６ まちなか活性化事業補助金実績報告書

様式２ 事業実績書

様式３ まちなか活性化事業補助金交付申請額算出調書

様式４ 経費の配分調書

様式５ 事業決算書

経費明細書(費目ごとに作成）

様式１７ まちなか活性化事業補助金精算書

様式１８ まちなか活性化事業補助金事業精算書

財産処分承認 様式２３ まちなか活性化事業補助金財産処分承認申請書

必　要　書　類

交付申請

事情変更

実績報告

※１　上記様式の他に事業に応じて添付資料が必要になります。

※２　実績報告が年度末（３月３１日）後になる場合には、当該年度末日において、補助事業完了届
の提出が必要となります。



様式第１号

平成 年 月 日

申請者
住　　所
氏　　名 ㊞

（団体の場合は団体名及び代表者氏名）

１　事業名

２　事業の目的及びその概要

３　数値目標（基本方針及び目標に対する貢献度）

４　事業の着手及び完了の予定期日
着　　手 平成 年 月 日
完　　了 平成 年 月 日

５　補助金交付申請額 円

まちなか活性化事業補助金交付申請書

記

　補助金の交付を受けたいので、まちなか活性化事業補助金交付要綱第６条の規定により、次の
とおり申請します。

岩見沢市中心市街地活性化協議会

　　　　　会　長　　五十嵐　閣　様



様式第２号

設 立 年 月 日

申 請 者 の 営 む
主 な 事 業

事 業 の 内 容
(スケジュール含む）

基本方針及び目標に
対 す る 貢 献 度

事業実施にあたって
の 創 意 工 夫 点

補助終了後の継続性

備 考

事　業　（　計　画　・　実　績　）　書

（注）１　事業の内容は、詳細に記載すること。

　　　２　補助金の交付を受けようとするものが法人以外の団体の場合にあっては、その運営の状況を
　　　　「備考」欄に記載すること。



差引所要額 補助対象 補助金

（Ａ－Ｂ） 経費 交付申請額

（Ｆ×Ｇ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

円 円 円 円 円 円 円

合　　　計

（注）１　「区分」欄には、細分された項目等当該補助事業において区分すべきこととされている事項を記載すること。
　　　２　「補助事業に要する経費」欄には、当該補助事業に係る経費の総額を記載するものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消するこ
　　　　と。
　　　３　「補助事業に関して生ずる寄附金その他の収入」欄には、補助基本額の算出に当たり寄附金その他の収入を控除すべきこととされている補助
　　　　金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　４　「補助対象経費」欄には、当該補助事業のうち補助の対象となる部分に限る経費の額を記載すること。
　　　５　「補助基準により算出した額」欄には、補助基準（額）が定められているときはその基準により算出した額を記載し、補助基準が定められていない
　　　　ときは斜線で抹消すること。
　　　６　「補助基本額」欄には、当該補助金の算出の基礎となるべき額を記載すること。
　　　７　定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。

様式第３号

まちなか活性化事業補助金交付申請額算出調書

区　　　分 補助事業に要する経費 補助事業に
関して生ず
る寄附金そ
の他の収入

補助基準に
より算出し
た額

補助基本額 補助率 備考

単　価 数量 金　　額



他の
補助金等
（名称）

円 円 円 円 円

（注）１

２

３

４

５

様式第４号

経　費　の　配　分　調　書

区　　　分
補助事業に
要する経費

負　　　　担　　　　区　　　　分

備考
そ の 他

申 請 額

市費補助金等

自己負担額

「負担区分」欄中、「その他」の欄には、当該補助事業に要する経費のうち市費補助金等及び
自己負担額以外で支弁する経費（寄附金、市費以外の補助金等）があるときは、その額を記載
し、かつ、その経費の内容を「備考」欄に記載すること。

「負担区分」欄を「市費補助金等、自己負担額、その他」以外に細分する必要がある場合は、
適宜欄を追加して使用すること。
　「備考」欄には、必要に応じ積算の基礎その他必要な事項を記載すること。

計

「区分」欄には、経費名又は細分された項目等当該補助事業において区分すべきこととされて
いる事項を記載すること。

「負担区分」欄中、「市費補助金等」の欄には、この度の交付申請以外に市費の補助金等があ
る場合は、「他の補助金等（名称）」の箇所にその名称を記載し、それが複数ある場合は、適宜
欄を追加して使用すること。



金　　額（円）

金　　額（円）

平成 年 月 日

補助事業者　 ㊞

（注）１
２

　　　３ 「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。

合　　　　　計

　この様式には、当該補助事業に係る予算（決算）のみを記載すること。
「科目」欄の区分は補助事業者における通常の予算区分に従い記載して差し支えない。ただ

し、補助対象経費と補助対象外経費が明確になるように細分化すること。

合　　　　　計

（支出の部）

科　　　　　目 備　　　　　　　　考

様式第５号

事　業　（　予　算　・　決　算　）　書

補助事業の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（収入の部）

科　　　　　目 備　　　　　　　　考



１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

平成 年 月 日

補助事業者 ㊞

（注）１
２

　　　３

　この様式には、当該補助事業に係る予算のみを記載すること。
「科目」欄の区分は補助事業者における通常の予算区分に従い記載して差し支えない。ただ

し、補助対象経費と補助対象外経費が明確になるように細分化すること。
「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。

科　　　目 金　　額（円）

科　　　目 金　　額（円）

合　　　　　計

合　　　　　計

（支出の部）

備　　考

様式第６号

（収入の部）

備考

５　年　間　の　予　算　書

補助事業の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 備考

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当月分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
累　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　２ 　当該補助事業の実施のために借り入れた金額がある場合（内部資金の貸借を含む）は、「区分」欄に「借入金」と記載し、かつ、借り入れた月に当該
借入金の額を表示すること。また、借入金の償還についても「区分」欄に「借入償還金」と記載し、償還した月に当該償還金の額を表示すること。

合　　計

収支

差引

（注）１ 　この計画書は、補助金交付申請額が50万円以上のもの、又は50万円以下であっても補助金概算交付申請を行おうとする場合において、補助事業に係る
月別収支計画について作成すること。

合　　計

様式第７号

資　金　収　支　計　画　書

（単位：千円）

区　　　分

収
入

支
出



様式第８号  

 

まちなか活性化事業補助金交付決定通知書  

 

（記号）第   号  

    年   月   日  

申請者  氏  名            様  

 （団体の場合は団体名及び代表者氏名）  

 

  岩見沢市中心市街地活性化協議会  

会長   五十嵐  閣  ㊞   

 

   年   月   日付で申請のあった補助金の交付について次のとおり決定した

ので、まちなか活性化事業補助金交付要綱第７条の規定により通知します。  

記  

 

１  この補助金等の交付の対象となる事業及び経費並びに補助金等の額は、次のと

おりです。  

補助金等の名称  

（補助対象事業）  

補助対象経費  補助金の額  

金  額（円）  金  額（円）  

   

 

２  補助事業等に要する経費の配分を変更するとき、又は補助事業等の内容を変更

するときは、会長の承認を受けなければなりません。ただし、次の各号に該当す

る軽微な変更で会長が認めるものについては、この限りではありません。  

 (1) 補助事業費の１０％以内の経費の配分、内容の変更をするとき  

３  補助対象事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ会長

の承認を受けなければなりません。  

４  補助対象事業の遂行が困難となったときは、速やかに会長に報告し、その指示

を受けなければなりません。  

５  この補助金等の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたと

きは、この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこ

れに付した条件を変更することがあります。  

６  補助対象事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、速やかに

補助事業等実績報告書を会長に提出しなければなりません。  

７  次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金等の交付の決定の全部又は

一部を取り消し、当該取り消しに係る部分に関し、既に交付された補助金等があ

るときは、その返還を命ずることがあります。補助金等の額の確定があった後に

おいても、また同様とします。  

 (1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  



 (2) 本補助金を他の用途に使用したとき。  

 (3) まちなか活性化事業補助金交付要綱第１８条（同条ただし書きに規定する場

合を除く）の規定に違反したとき。  

 (4) 岩見沢市補助金の交付の決定が取り消されたとき。  

 (5) 前各号に掲げるもののほか、補助事業に関し、規則等若しくは決定内容等に

違反したとき又は会長の指示に従わなかったとき。  

(6) 天災地変その他本補助金の交付決定後に生じた事情の変更により、補助事業

の全部若しくは一部を遂行することが出来なくなり、又は遂行する必要がな

くなったとき。  

(7) 附帯条件（別記）が遂行されなかったとき。  

８  前項の規定による処分に関し、補助金等の返還を命ぜられたときは、その命令

に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）

につき年 10.95 パーセントの割合で計算した違約加算金を中心市街地活性化協議

会に納付しなければなりません。  

９  補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期

日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場

合におけるその後の期間については、その納付金額を控除した額）につき年 10.95

パーセントの割合で計算した違約延滞金を中心市街地活性化協議会に納付しなけ

ればなりません。  

10 補助対象事業により取得し、又は効用の増加した次に掲げる財産を、会長の承

認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはいけません。ただし、補助事業の交付の目的等を勘案して会

長が認めた場合は、この限りではありません。  

 (1) 建築物及びその従物  

 (2) その他会長が本補助金の交付の目的を達成するのに特に必要があると認めら

れるもの。  

11 前項の財産を、会長の承認を受けて処分したことにより収入のあったときは、

当該収入の全部又は一部を中心市街地活性化協議会に納付させることがあります。 

12 要綱第４条第１項第２号に規定する一定期間とは、原則として連続した７日間

以上事業を実施した場合をいいます。ただし、連続する期間が７日間未満の事業

であっても、効果の持続を図るため同一目的又は類似する事業を年間５回以上実

施するときは、一定期間とみなします。  

13 施設整備事業が複数年に渡るときは、当該年度中に完成する部分を補助対象と

し、次年度以降についても同様とします。  

14 国や北海道から直接給付される補助金がある時は、これを控除した額を補助対

象とする。なお、市の他の補助金との重複は認めません。  

15 補助決定した事業者に対して、補助金の執行状況等に関する市長の調査権が及

びます。また、市の監査委員が行う質問、書面の提出、実地検査等を受け入れな

ければなりません。  



平成 年 月 日

補助事業者

　住　所

　氏　名 ㊞

円

１　補助事業の名称

２　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　円

３　取下げの理由

　　（団体の場合は団体名及び代表者氏名）

平成 年 月 日付（記号）第 号をもって補助金の交付の決定を受けた補助事
業について、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり交付申請を
取り下げます。

記

様式第９号

まちなか活性化事業補助金交付申請取下書

岩見沢市中心市街地活性化協議会

　　　　　会　長　　五十嵐　閣　様



平成 年 月 日

補助事業者

　住　所

　氏　名 ㊞

円

３　補助金事情変更交付申請額 円

１　補助事業の名称

２　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　円

４　事情変更・中止（廃止）の理由

　　（団体の場合は団体名及び代表者氏名）

平成 年 月 日付（記号）第 号をもって補助金の交付の決定を受けた補助事
業について、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１１条の規定により、次のとおり事情変更・
中止（廃止）を申請します。

記

様式第10号

まちなか活性化事業補助金事情変更・中止（廃止）承認申請書

岩見沢市中心市街地活性化協議会

　　　　　会　長　　五十嵐　閣　様



様式第 11 号  

 

まちなか活性化事業補助金事情変更・中止（廃止）承認通知書  

 

（記号）第   号  

    年   月   日  

 

補助事業者  氏  名          様  

 （団体の場合は団体名及び代表者氏名）  

 

岩見沢市中心市街地活性化協議会   

 会長   五十嵐  閣  ㊞   

 

  年   月   日付補助事業等事情変更・中止（廃止）申請を承認し、 年  月  

 日付（記号）第   号で交付決定した補助事業等について、まちなか活性化事

業補助金交付要綱第１１条の規定により、交付の決定を次のとおり変更します。  

 

記  

 

１  この承認の内容は、  年   月   日付補助事業等事情変更・中止（廃止）

承認申請書記載のとおりです。  

 

２  変更後の補助金等の交付の対象となる事業及び経費並びに補助金等の額は、

次のとおりです。  

補助金等の名称  

（補助対象事業） 

変更前  変更後  

補助対象経費  補助金の額 補助対象経費  補助金の額 

金額（円）  金額（円）  金額（円）  金額（円）  

     

 

 



様式第 12-1 号  

 

補助事業等遂行命令書  

 

（記号）第     号  

    年   月   日  

 

補助事業者  氏  名         様  

 （団体の場合は団体名及び代表者氏名）  

 

岩見沢市中心市街地活性化協議会  

会長   五十嵐  閣  ㊞   

 

   年   月   日付（記号）第   号で交付決定した補助事業等について、

当該補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されてい

ないと認められるので、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１２条の規定に

より、次のとおり当該事業を遂行することを命じます。  

 

記  

 

１  補助事業等の名称  

 

２  事業遂行事項  

 

 

 



様式第 12-2 号  

 

補助事業等一時停止命令書  

 

（記号）  第     号  

    年   月   日  

 

補助事業者  氏  名         様  

 （団体の場合は団体名及び代表者氏名）  

 

岩見沢市中心市市街地活性化協議会  

会長   五十嵐  閣  ㊞   

 

   年   月   日付（記号）第   号で通知した補助事業等遂行命令に違

反しているものと認められるので、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１２

条の規定により、当該事業の遂行を一時停止し、次のとおり遂行することを命

じます。  

 

記  

 

１  補助事業等の名称  

 

２  事業遂行事項  

 

３  報告期日  

  上記２の事項を遂行したときは、  月  日までに、その旨を会長に報告す

ること。  

 

 



㊞

合計

概算払を受けたい
金額

円

月 月

３　申請の理由

（団体の場合は団体名及び代表者氏名）

平成 年 月 日付（記号）第 号をもって補助金の交付の決定を受けた補助事
業について、次のとおり概算払を受けたいので、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１３条の
規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　補助事業の名称

２　概算払を受けたい時期及び金額

概算払を受けたい
時期

月 月

岩見沢市中心市街地活性化協議会

補助事業者

住　所

氏　名

　　　　　会　長　　五十嵐　閣　様

様式第13号

まちなか活性化事業補助金概算払申請書

平成 年 月 日



 

 

様式第 14号 

 

まちなか活性化事業補助金概算払決定通知書 

 

（記号）第  号 

  平成  年  月  日 

 

申請者 

               様 

 

 岩見沢市中心市街地活性化協議会  

会長  五十嵐 閣 ㊞  

 

 

平成  年  月  日付で申請のあった補助金の概算払の申請について、概算払をす

ることが適当と認められるので、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１３条の規定によ

り、次のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称    

 

２ 補助金交付決定額    金       円 

 

３ 概算払をする時期及び金額 

概算払を 

する時期 
月   月   月   月 合 計 

概算払を 

する金額 
円 円 円 円 円 

 

 

 

 



㊞

備 考

口 座 種 別

口 座 番 号

（ フ リ ガ ナ ）

口 座 名 義 人

２　請求金額 円

３　振込先金融機関等

金 融 機 関 名

（団体の場合は団体名及び代表者氏名）

平成26年 月 日付（記号）第 号をもって補助金交付額確定通知（補助金概算払決定通知）
を受けた補助事業について、次のとおり請求します。

記

１　補助事業の名称

　　　　　会　長　　五十嵐　閣　様

岩見沢市中心市街地活性化協議会

補助事業者

住　所

氏　名

様式第15号

まちなか活性化事業補助金交付請求書

平成 26 年 月 日



㊞

４　補助事業の成果

日

完　了 平成

３　補助金交付決定額

（団体の場合は団体名及び代表者氏名）

平成 年 月 日付（記号）第 号をもって補助金の交付の決定を受けた補助
事業が完了したので、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１４条の規定により、次のとおり
関係書類を添えて報告します。

記

円

２　事業（事務）の着手及び完了の期日

着　手 年

岩見沢市中心市街地活性化協議会

月 日

補助事業者

住　所

年

氏　名

　　　　　会　長　　五十嵐　閣　様

月

１　補助事業の名称

平成

様式第16号

まちなか活性化事業補助金実績報告書

平成 年 日月



補 助 事
業 に 要
す る 経
費

補 助 事
業 に 関
し て 生
ず る 寄
附 金 そ
の 他 の
収入

補助対
象経費

補　助
基本額

補 助 事
業 に 要
す る 経
費

補 助 事
業 に 関
し て 生
ず る 寄
附 金 そ
の 他 の
収入

補助対
象経費

補　助
基本額

年月日
番　号

金　額 支　払
済　額

支　払
未済額

合　計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

合　計

（注）１ 　「区分」欄には、細分された項目等当該補助事業において区分すべきこととされている事項を記載すること。
　　　２ 　「計画」欄には、申請の際の数値（変更の承認があったときは、変更後の数値）を記載すること。
　　　３

　　　４ 　定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。

備　考

　「補助金精算額」欄には、実施に係る補助基本額（Ｈ）に補助率（Ｉ）を乗じて得た額を記載すること。ただし、補助金の算出が他
の方法によっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ「備考」欄にその算出方法を明記すること。

様式第17号

まちなか活性化事業補助金精算書

（単位：円）
区　分

計　　　　　　　　画 実　　　　　　　　績

補助率

補 助 事 業 に 係 る
経 費 の 債 務 確 定 額

不用額

補 助 金 の
交 付 の 決 定

補 助 金
精算額

補 助 金
領 収 済
額

補 助 金
領 収 未
済額



　補助事業の名称

収入の部

（単位：円）

当　　　初 更正後の額 収 入 済 額 収入未済額

合　　　　　　　　　　計

支出の部

（単位：円）

当　　　初 更正後の額 支 出 済 額 支出未済額

合　　　　　　　　　　計

　平成　　年　　月　　日

補助事業者等 ㊞

様式第18号

まちなか活性化事業補助金事業精算書

科　　　　　　　　　　目
予　　　算　　　額

精　算　額

　　　４　「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債権者又は債務者の住所氏名を「備考」欄に記載するこ

　　　２　「科目」欄の区分は補助事業者における通常の予算区分に従い記載して差し支えないこと。

　上記のとおり精算したことを証明します。

　　　３　「予算額」のうち、「更正後の額」欄には最終の更正後の額を記載すること。

精　算　額
内　　　　　　訳予　　　算　　　額

（注）１　この様式には、当該補助事業に要した経費のみを記載すること。

科　　　　　　　　　　目

内　　　　　　訳
備　　　　　　考

不　用　額 備　　　考



様式第 19 号  

 

 

まちなか活性化事業補助金補助事業完了検査調書  

 

１  補助事業の名称   

２  補助事業の内容   

３  補助事業者   

４  着手及び完了年月日 
着手  平成   年   月   日  

完了  平成   年   月   日  

５  検査年月日  平成   年   月   日  

 

 上記の補助事業は、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１５条の規定によ

り検査をした結果、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件のとおり

完了したことを認めます。  

 

 平成  年  月  日  

 

               所  属  岩見沢市中心市街地活性化協議会  

              検査員  

               職氏名         ㊞  

 

 

 

 



様式第 20 号  

 

まちなか活性化事業補助金交付額確定通知書  

 

（記号）  第     号  

    年   月   日  

 

補助事業者  氏  名         様  

 （団体の場合は団体名及び代表者氏名）  

 

岩見沢市中心市街地活性化協議会  

会長   五十嵐  閣  ㊞   

 

   年   月   日付で提出された補助事業実績報告書について、まちなか

活性化事業補助金交付要綱第１５条の規定に基づき審査した結果、次のとおり

補助金等の額を決定したので通知します。  

 

記  

 

１  補助事業等の名称  

 

２  補助金等交付決定額  

 

３  補助金等交付確定額  

 

 

 



様式第 21 号  

 

まちなか活性化事業補助金交付決定取消通知書  

 

（記号）  第     号  

    年   月   日  

 

補助事業者  氏  名         様  

 （団体の場合は団体名及び代表者氏名）  

 

岩見沢市中心市街地活性化協議会  

会長   五十嵐  閣  ㊞   

 

   年   月   日付（記号）第   号で交付決定した補助事業等について、

まちなか活性化事業補助金交付要綱第１６条の規定により、次のとおり交付の

決定を取り消します。  

 

記  

 

１  補助事業等の名称  

 

２  取消しの内容  

 

３  取消しの理由  

 

 

 

 



様式第 22 号  

まちなか活性化事業補助金返還命令書  

 

（記号）  第     号  

    年   月   日  

補助事業者  氏  名         様  

 （団体の場合は団体名及び代表者氏名）  

 

岩見沢市中心市街地活性化協議会  

会長   五十嵐  閣  ㊞   

 

   年   月   日付（記号）第   号で交付額確定通知（交付取消通知）

した補助金等について、まちなか活性化事業補助金交付要綱第１７条の規定に

より、次のとおり返還を命じます。  

 

記  

 

１  補助事業等の名称  

 

２  返還すべき金額  

 

３  返還期限  

 

４  返還を命ずる理由  

 

５  補助金等交付決定額  

 

６  補助金等交付確定額  

 

７  補助金等既交付額  



( )

備　　　　　　考

処分先の相手方の氏名又
は名称及び住所

処分に伴う補助金返還の
有無

処　分　内　容

１　目的外使用 ２　譲渡 ３　交換

４　貸付 ５　担保

６　その他

２　処分の理由

３　処分の内容等

処分しようとする財産

１　不動産及びその従物

２　機械及び重要な器具で、会長が定めるもの

３　その他会長が補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があ
ると認めるもの

（団体の場合は団体名及び代表者氏名）

次のとおり補助事業により取得した財産を処分したいので、まちなか活性化事業補助金交付要
綱第１８条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　補助事業の年度及び名称

　　　　　会　長　　五十嵐　閣　様

岩見沢市中心市街地活性化協議会

補助事業者

住　所

氏　名

様式第23号

まちなか活性化事業補助金財産処分承認申請書

平成 年 月 日



N0 年月日 支出額（円） 支出先 適   用

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

0

中心市街地活性化事業支援補助金経費明細書

事業名

費目

合計




